－特定建築物排出量削減計画書等作成要綱－

特定建築物排出量削減計画書等作成要綱
（目的）

第１条　この要綱は，京都市地球温暖化対策条例第２１条から第２３条までに規定する特定建築物排出量削減計画書，特定建築物排出量削減計画変更届出書及び特定建築物工事完了届出書（以下「特定建築物排出量削減計画書等」という。）の作成に関し，必要な事項を定めるものである。

（用語）

第２条　この要綱において使用する用語は，京都市地球温暖化対策条例及び京都市地球温暖化対策条例施行規則において使用する用語の例による。
（特定建築物排出量削減計画書の作成）
第３条　条例第２１条に規定する特定建築物排出量削減計画書については，第１号様式によるものとする。措置の概要については，参考に示すような取組を具体的に記入すること。

（参考資料の添付）

第４条　特定建築物排出量削減計画書には下記の参考資料を添付すること。
なお，CASBEE（財団法人建築環境・省エネルギー機構が作成した建築物に係る環境性能の評価システムをいう。）－新築（簡易版）の評価ソフト及びマニュアルは，財団法人建築環境・省エネルギー機構のホームページからダウンロードすることができる（http://www.ibec.or.jp/CASBEE/）。

　⑴　CASBEE－新築（簡易版）による評価結果（電子データを含む。）
　⑵　CASBEEで高得点（４点又は５点）を付けた場合，その具体策を図面等で明示した資料

　⑶　エネルギーの使用の合理化に関する法律第１５条の２第１項に規定する「省エネルギー計画書」の写し
（特定建築物排出量削減計画変更届出書の作成）

第５条　条例第２２条に規定する特定建築物排出量削減計画変更届出書については，第２号様式によるものとする。

（特定建築物工事完了届出書の作成）

第６条　条例第２３条に規定する特定建築物工事完了届出書については，第３号様式によるものとする。

（特定建築物排出量削減計画書等の提出）

第７条　特定建築物排出量削減計画書等の提出時期については，下記のとおりとする。

⑴　特定建築物排出量削減計画書

当該特定建築物の新築等に係る工事着手予定日の２１日前までに提出するものとする。ただし，平成１７年１０月１日以降に建築基準法に基づく建築確認申請又は通知を行い，平成１７年１２月３１日までに工事に着手する建築物については，提出期限は平成１７年１２月９日とする。

⑵　特定建築物排出量削減計画変更届出書

特定建築物排出量削減計画書の記載事項に変更が生じた場合は速やかに提出するものとする。

⑶　特定建築物工事完了届出書

当該特定建築物の新築等に係る工事が完了した日から１５日以内に提出するものとする。

２　提出部数は，正本及び副本を各１部ずつとする（電子データは１部）。
３　提出先は，都市計画局建築指導部審査課とする。

第８条　特定建築主は，特定建築物排出量削減計画書等の訂正等を行うときは，速やかに訂正した特定建築物排出量削減計画書等を再提出するものとする。
（その他）

第９条　この要綱の施行に関し必要な事項は，環境局長が定める。

附　則

この要綱は，平成１７年１０月１日から実施する。

第１号様式（第３条関係）

特定建築物排出量削減計画書
	(あて先)　京都市長
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　日

	住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)


	氏名(法人にあっては，名称及び代表者名。記名押印又は署名)

 eq \o\ac(○,印)　

電話     　　-


	　京都市地球温暖化対策条例第２１条の規定により届け出ます。

	特定建築物の名称
	

	特定建築物の所在地
	

	特定建築物の概要

	設計者の氏名
	

	設計者の住所
	

	工事種別
	□　新築　　　　　　　　　　　　　　　　□　増築　　　　　

	予定年月日
	工事着工予定年月日　　　　　年　　　月　　　日

工事完了予定年月日　　　　　年　　　月　　　日

	構造
	
	階数
	地上　階

地下　階

	敷地面積
	平方メートル
	高さ
	　　　　　　　　　　　　　メートル

	建築面積
	平方メートル
	床面積
	　　　　　　平方メートル

（　　　　　　　平方メートル）

	用途別床面積
	住宅
	

	
	ホテル等
	

	
	病院等
	

	
	物品販売業を営む店舗等
	

	
	事務所等
	

	
	学校等
	

	
	飲食店等
	

	
	集会所等
	

	
	工場等
	

	温室効果ガス排出量の削減を図るための措置

	　□　外壁，屋根，床の断熱
	（概　　要）



	□　窓の断熱又は日射遮蔽
	（概　　要）



	　□　自然エネルギーの直接利用
	（概　　要）



	□　自然エネルギーの変換利用
	（概　　要）



	□　エコマテリアルの利用
	（概　　要）



	　□　緑化
	（概　　要）



	　□　雨水利用
	（概　　要）



	　□　オゾン層保護
	（概　　要）



	　□　長寿命化
	（概　　要）



	　□　その他
	（概　　要）




	特定建築物の環境の保全についての配慮に係る性能に関する評価結果
	別添のとおり

	連絡先
	担当部署
	

	
	担当者氏名
	

	
	住所
	

	
	電話番号
	

	設計者の住所及び氏名の公表について
	　　　　　□　　公表可　　　　　□　　公表不可


注１　該当する□に，レ印を記入してください。

　２　床面積の欄の括弧内は，増築の場合に，当該増築部分の床面積を記入してください。

３　用途別床面積の用途（住宅を除く。）とは，建築物に係るエネルギーの使用の合理化に関する建築主の判断の基準（平成１１年３月３０日通商産業省，建設省告示第１号）別表第１に掲げるものとします。
　４　概要を記入した場合は，それらを図面等で明示した資料を添付してください。

５　エコマテリアルとは，人体への安全性や資源の枯渇に配慮した材料，リサイクルが容易な材料等環境負荷の少ない材料をいいます。
第２号様式（第５条関係）

特定建築物排出量削減計画変更届出書
	(あて先)　京都市長
	年　　　月　　　日

	住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)
	氏名(法人にあっては，名称及び代表者名。記名押印又は署名)

 eq \o\ac(○,印)　

電話     　　-


	　京都市地球温暖化対策条例第２２条の規定により届け出ます。



	特定建築物の名称
	

	特定建築物の所在地
	

	特定建築物の概要（構造，階数，延べ面積等）
	変更前
	

	
	変更後
	

	温室効果ガス　排出量の削減を図るための措置
	変更前
	

	
	変更後
	

	そ　　の　　他
	変更前
	

	
	変更後
	

	特定建築物の環境の保全についての配慮に係る性能に関する　評価結果
	変更前
	

	
	変更後
	

	変更理由
	


第３号様式（第６条関係）

特定建築物工事完了届出書
	(あて先)　京都市長
	年　　　月　　　日　

	住所(法人にあっては，主たる事務所の所在地)
	氏名(法人にあっては，名称及び代表者名。記名押印又は署名)

 eq \o\ac(○,印)　

電話     　　-


	　京都市地球温暖化対策条例第２３条の規定により届け出ます。

	  特定建築物の名称
	

	　特定建築物の所在地
	

	　工事の種別
	　　　　　□　新　　築　　　　　　□　増　　築　

	　工事完了年月日
	　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日


注　該当する□には，レ印を記入してください。
（参　考）

　温室効果ガス排出量削減を図るための措置

①外壁・屋根・床（外気に接する部分，その他の部分）の断熱

例　断熱の仕様（断熱材，厚さ，熱抵抗値）

②窓の断熱又は日射遮蔽

例　ペアガラス，ダブルスキン，エアフローウィンドー，庇，ルーバー等

③自然エネルギーの直接利用

例　採光利用：ライトシェルフ，トップライト，ハイサイドライト等

通風利用：自動ダンパ，ナイトパージ，換気塔等

地熱利用：クール＆ヒートチューブ，ピット等

　　④自然エネルギーの変換利用

　　　例　・太陽光利用：太陽光パネル

・太陽熱利用：ソーラーパネル，真空式温水器

・未利用熱利用：井水利用ヒートポンプ，河川水利用ヒートポンプ等

⑤エコマテリアルの利用

例　・躯体への再生資材の利用：電炉鋼，高炉セメント，再生骨材等

・再生建築資材の利用：下水汚泥，廃ガラス，木屑等を原材料とした資材

⑥緑化

例　・外構緑化，建物緑化（屋上緑化，壁面緑化）の状況

・CASBEEで定めている建物緑化指数（建物緑化面積／建築面積）

⑦雨水利用

例　・雨水貯留施設の整備

　 ・CASBEEで定めている雨水利用比率（雨水利用予測量／全体の用水予測量）

⑧オゾン層保護

例　・オゾン破壊係数及び地球温暖化係数が低い発泡断熱材の利用，発泡断熱材の不使用

⑨長寿命化

例　・耐久性，耐火性等に優れた材料

　 ・耐久性を高める構法

⑩その他（①～⑨以外で温室効果ガス排出量の削減につながると考えられる取組）

例　・コージェネレーション

　 ・燃料電池等

　・高効率照明器具

　　・空調設備の省エネルギー































平成１７年９月３０日　制定
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